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　貴職におかれましては、ますますご清栄のことと存じます。
　私たちは、県下の労働組合で構成する地域組織、あるいは労働運動の各課題を前進させるためにつくった共闘組織です。その活動の中で、さまざまな労働問題に遭遇することとなり、貴職をはじめとする労働行政の現状について、強い関心を持つところとなっています。
　ついては、この間の私たちの活動をふまえ、次のとおり申し入れ事項をまとめましたので、書面にて回答いただくとともに、意見交換の場を設定していただきますよう要請します。
記
１．監督行政全般について
　(1)　次の統計データを提供されたい（統計のある直近の１年分）。
　　①労働相談の件数と相談内容の内訳
　　②労基法違反申告の受理件数（労基法上分別）と処理についての類別件数
　　③臨検件数、申告監督件数、是正勧告件数
　　④違反事案の送検件数と事例内容
　(2)　上記についての総括あるいは今後の対策方針がたてられているのであれば、それらを明らかにされたい。
　(3)　来署した労働者に対して、「申告」と「相談」の相違について説明しているかどうか明らかにされたい。
　(4)　来署した労働者に対して、必要に応じて労働組合に相談することを勧められたい。
２．「労基法」関係について
　(1)　使用者が届け出ている「就業規則」等について、閲覧規制を緩和すること。
　　※労働者が、使用者に対して「就業規則」の提示を要求することの難しさを理解されたい。
　(2)　賃金不払い（とくに残業代不払い）について、指導強化および指導手続の迅速化をはかること。また、再発防止の手立て、是正指導に従わない企業に対する制裁措置（企業名公表、処罰のための送検等）をとること。
　(3)　賃金不払い（とくに残業代不払い）について、使用者に対して安易に「タイム・カードどおり支払わなくても良い」などという見解を示さないこと。
　(4)　平均賃金算定についての見解を明らかにすること。
※住宅手当・家族手当等は残業手当の算定基礎から外されることになっているが、これらの手当を意図的に多額にし、かつ出勤日数や従業員ごとに変動させ、残業単価を低く抑えている事例が見られる。
　(5)　来署した労働者に対し、すぐに「裁判しかない」などと勧める対応をしないこと。
※とくに「残業手当不払い」や「解雇」問題で是正指導を回避する事例が多い。
　(6)　外国人研修生・実習生受入企業に対して、重点的に臨検を行うこと。
　(7)　職場のイジメ、パワハラに対して、防止対策パンフレット等で周知すること。
　(8)　職場のイジメ、パワハラについて、労働局回送をせず労基署で対応すること。
３．「労働契約法」関連
　(1)　解雇事案の来所者に対して、「解雇」に関するパンフレットを渡すこと。
　(2)　解雇事案の来所者について、使用者に対し、労働契約法16条（解雇権濫用法理）の趣旨に則して監督・指導するなど、積極的な対応をすること。
　(3)　有期雇用労働者に対する契約期間中の正当な理由のない契約解除について、契約期間満了までの賃金支払を指導すること。
４．「派遣法」関連
　(1)　契約期間中の「解約」について、残期間の賃金支払を指導すること。
　(2)　派遣契約解除事案の来所者に対して、「退職届を書かないと解雇になる」などという助言はしないこと。
　(3)　派遣法の抜本改正を実現すること。
５．「改正パート労働法」関連
　(1)　労基署（労働局）による助言、指導、勧告の事例を明らかにすること。
　(2)　上記内容を含め、パンフレット等による周知・宣伝をすること。
６．「高齢法」関連
　(1)　中小企業への適用開始にともない、就業規則改正の周知・指導をすること。
以　　上
